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令和2年度　分担研究報告書 
日中韓における少子高齢化の実態と対応に関する研究 

「国際比較からみた日本の出産サービスの特徴－予備的検討」 

研究分担者 竹沢純子 国立社会保障・人口問題研究所 
研究要旨 
研究分担者は、本プロジェクトにおいて、日本の妊娠・出産・産後に関する社会保障制

度（①出産サービス、②産休・育休中の所得保障）の特徴と課題について、東アジア及び
先進諸国との比較を手がかりに考察することをテーマとしている。初年度においては、①
出産サービスの国際比較からみた日本の特徴について、国内外の先行研究と国際比較デー
タを基に予備的な検討を行った。
出産サービスの国際比較を扱う３つの先行研究は、各国のサービスのあり方の多様性と

その背景要因について歴史や政治、文化にも広く目を向けて考察している点は評価でき
る。しかし、国別の事例を示すに留まり、国際比較研究として共通の分析枠組みに沿って
各国の特徴の考察や類型化を行うものは見当たらず、国際比較からみた日本の特徴につい
ても十分な考察を行ったものはない。今後、本研究では、Kennedy and Kodate（2015）
の分析軸に沿って東アジア諸国（中国、韓国、台湾）の比較からスタートして情報を収集・
整理し、さらに欧米諸国へと比較対象を広げて、最終的には比較福祉国家論の枠組みに沿
った類型化の議論を目指すことを研究の方向性とする。 
つぎに、来年度以降に比較研究を進める準備として、Kennedy and Kodate （2015）が

挙げた日本の国際比較からみた特徴に関する記述のうち次の 3 点（正常分娩の平均入院日
数、無痛分娩率・帝王切開率、ジェンダーギャップ指数と無痛分娩率・帝王切開率の関係）
について、国際比較データや文献を参照しつつわが国の特徴について考察した。これらの
指標においては日中韓の違いが明確に表れており、今後のその違いが生じる要因について
更に調査を進めることが課題である。さらに Kennedy and Kodate （2015）では触れてい
ないが日本の特徴と考えられる 2 点（妊娠出産にかかる保健医療支出、出産育児一時金が
現金給付形式であること）についてデータや文献を基に考察した。前者については出生児
一人あたりの妊娠、分娩及び産じょくに関する支出を入院・外来別に推計し、日本は入院
に関してはスイス、オランダに次いで高く、国際的にみて費用は高い可能性が示唆された。
その背景として入院期間が長いことが挙げられるが、日本の水準とその説明要因について
は今後の課題として残された。後者については、先行研究において、1980 年代以降を一
括でとらえ、少子化対策以前（1980 年代以前）と少子化対策以後（1990 年代以降）で出
産給付が医療政策（健康保険）から医療政策と少子化対策にまたがる政策課題へと変化し
たことによって、政府厚労省と産婦人科医団体の両者のスタンスと緊張関係がどのように
変容したのかを明らかにすることが課題として残されている。 
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Ａ．研究目的 
 分担研究者は、本研究プロジェクトにお
いて、日本の妊娠・出産・産後に関する社
会保障制度（①出産サービス、②産休・育
休中の所得保障）の特徴と課題について、
東アジア及び先進諸国との比較を手がかり
に考察することをテーマとしている。 
 初年度においては、国際比較からみた日
本の出産サービスの特徴について、国内外
の先行研究と国際比較データを基に予備的
な検討を行った。 

Ｂ．研究方法 
文献研究、公表データを用いた分析を行

った。 

Ｃ．研究結果及びＤ．考察 
本稿では国際比較からみた日本の特徴に

ついての予備的な検討として、次の 2 点を
実施した。 
第 1 に、出産サービスの国際比較を扱う

３つの先行研究をレビューし、それらを踏
まえた本研究の分析枠組みの設定と今後の
分析の方向性を定めた。 
先行研究では各国のサービスのあり方の

多様性とその背景要因について歴史や政治、
文化にも広く目を向けて考察している点は
評価できる。しかし、国別の事例を示すに
留まり、国際比較研究として共通の分析枠
組みに沿った分析は見当たらず、国際比較
からみた日本の特徴についても十分な考察
を行ったものはない。今後、本研究では、
Ｋennedy and Kodate（2015）の分析軸に
沿って東アジア諸国（中国、韓国、台湾）
の比較からスタートして情報を収集・整理
し、さらに欧米諸国へと比較対象を広げて、
最終的には比較福祉国家論の枠組みに沿っ
た類型化の議論を目指すことを研究の方向

性とする。これらの比較分析の中で日本の
特徴と課題について考察を進めるとともに、
そこで明らかになった課題についてはさら
に分析を深める計画である。 
第 2 に、来年度以降に本格的に比較研究

を進める準備として、国内外の先行研究と
国際比較データを基に日本の特徴について
予備的な検討を行った。 
まず、Kennedy and Kodate （2015）が

挙げた日本の国際比較からみた特徴に関す
る記述のうち次の 3 点（正常分娩の平均入
院日数、無痛分娩率・帝王切開率、ジェン
ダーギャップ指数と無痛分娩率・帝王切開
率の関係）について、国際比較データや文
献を参照しつつわが国の特徴について予備
的に考察し、今後検討すべき点を抽出した。
これらの指標においては日中韓の違いが明
確であり今後のその違いが生じる要因につ
いて更に調査を進めることが課題である。
また、ジェンダーギャップが大きいほど無
痛分娩率が低く帝王切開率が高い関係がみ
られたが各国でなぜそのような関係が生じ
るのかについても今後明らかにする必要が
ある。 

さらに Kennedy and Kodate （2015）
では触れていないが日本の特徴と考えられ
る 2 点（妊娠出産にかかる保健医療支出、
出産育児一時金という現金給付であるこ
と）についてデータや文献を基に考察した。
前者については OECD の診療種類別の保
健医療支出データ等を基に出生児一人あた
りの妊娠、分娩及び産じょくに関する支出
を入院・外来別に推計し、日本は入院に関
してはスイス、オランダに次いで高く、国
際的にみて日本の妊娠、分娩及び産じょく
の入院費用は高い可能性が示唆された。そ
の背景として入院期間が長いことが挙げら
れるが、日本の水準とその説明要因につい
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ては今後の課題として残された。後者につ
いては、先行研究において、1980 年代以降
を一括でとらえ、少子化対策以前（1980
年代以前）と少子化対策以後（1990 年代以
降）で出産給付が医療政策（健康保険）か
ら医療政策と少子化対策にまたがる政策課
題へと変化したことによって、政府厚労省
と産婦人科医団体の両者のスタンスと緊張
関係がどのように変容したのかを明らかに
することが課題として残されている。 

Ｅ．結論 
 研究初年度においては、先行研究のレビ
ューと国際比較データから日本の出産サー
ビスについて国際比較からみた特徴につい
て予備的な考察を行った。 
 その作業を通じて、比較の分析枠組みと
分析の方向性を定めるとともに、いくつか
の国際比較データから日本と東アジア諸国
の比較から興味深い相違が確認された。加
えて今後解明すべき重要な課題についても
指摘することができた。 
今後の課題として、国による違いが生じ

る理由の解明に向けて比較福祉国家論を中
心とする文献収集や各国のヒアリングを行
うことが挙げられる。また国際比較におい
ては比較可能なデータの利用可能性が鍵を
握るが、OECD や WHO 等の国際機関が公
表するデータの種類は限られている。各国
政府が行う妊娠出産に関わる基礎統計の収
集、国際的に行われている社会調査や家計
調査などの活用も視野に、分析軸に沿った
国際比較可能なデータの探索をさらに進め
ていく。 

Ｇ．研究発表 
１．論文発表 

なし 

２．学会発表 
なし 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
（予定を含む。） 
なし 

1. 特許取得

2. 実用新案登録

3.その他

厚生労働行政推進調査事業費補助金（地球規模保健課題解決推進のための行政施策に関する研究事業）「日中韓における少子高齢化の実態と対応に関する研究」令和2～4年度 総合研究報告書

67



厚生労働行政推進調査事業費補助金 
（地球規模保健課題解決推進のための行政施策に関する研究事業） 

令和3年度　分担研究報告書 
日中韓における少子高齢化の実態と対応に関する研究 
「妊産婦サービス給付の日韓比較に向けた予備的検討」 

研究分担者 竹沢純子 国立社会保障・人口問題研究所 
研究要旨 

 本分担研究では、妊娠・分娩・産後期における妊産婦を対象とする保健医療サービス（以

下、妊産婦サービスという。）の国際比較から日本の特徴と課題を明らかにすることをテ

ーマとしている。今年度は、日韓の妊産婦サービス給付の違いを確認し、そのうち正常分

娩費の給付形式が両国で異なる要因について、先行研究を基に予備的な検討を行った。 

まず、日韓の妊産婦サービス給付について①分娩入院費用負担と給付形式、②入院日数、

③分娩方式、④退院後の産後ケア、の 4 つの側面を比較したところ、すべての側面で相違

が確認された。 

次に、①について、日韓はともに社会保険方式による健康保険制度を有するが、正常分

娩は日本が自由診療・現金給付、韓国が保険診療・現物給付と異なっている歴史的背景に

ついて先行研究より以下の通り整理した。 

日本は戦前から自宅分娩における産婆や助産師による介助が普及し戦前に導入された

健康保険において分娩費の水準が助産師の介助費をベースに規定され、戦後の施設分娩化

の中で、産科医の分娩報酬が助産師レベルに引き下げられることへの懸念から日本母性保

護医協会が保険適用に反対し、自由診療・現金給付が維持されてきた。

これに対して韓国では戦前から戦後にかけて助産師による自宅分娩介助は普及せず、

1973 年医療法改正により助産師が助産所を医療機関として開設可能となったことを機に

助産所分娩が 1970 年代に拡大したが、1963 年に導入され 1989 年に皆保険が達成された

健康保険制度において正常分娩が保険適用され、助産所と病院における分娩の報酬が同額

に設定される中、1970 年代以降に民間病院が多数設立され、1980 年代以降は助産所より

も施設やサービス面で上回る病院分娩が選ばれるようになった。そのため不利益を被った

助産師団体が正常分娩の保険適用の除外を申し立てる動きが見られたが実現しなかった。 
今後の課題は、日韓の相違の要因についてさらに検討を進めること、比較福祉国家論の

枠組みのもとで、日中韓さらには欧州諸国も加えて妊産婦の受給権に着目した国際比較へ

と発展させ、日本の特徴と課題を論じることである。  

Ａ．研究目的

妊娠・出産は ILO 社会保障の最低基準に

関する条約（1952 年）において社会保障給 
付を行うべきリスク・ニーズの一つとされ、 
妊産婦死亡率及び乳幼児死亡率の低下は公

衆衛生上の重要課題と位置付けられて

いた。戦後、先進諸国では自宅から施設分

娩へ移行し、分娩費用は社会保障制度から

給付され、妊産婦及び乳幼児死亡率も低下

した。我が国においても 1980 年代に妊娠・

出産は公衆衛生の課題としては達成された

と言われるに至った（福島 2020）。その後
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1990 年代以降の少子化対策の一環として

産科医療体制の維持の観点から産科医療保

障制度の導入や出産育児一時金の引き上げ

が行われたが、政権の重要課題としての位

置づけではなかった。近年の児童虐待の増

加や産後うつの問題などを背景に、妊娠・

出産・産後の包括的な支援の必要性が認識

され、成育基本法（成育過程にある者及び

その保護者並びに妊産婦に対し必要な成育

医療等を切れ目なく提供するための施策の

総合的な推進に関する法律）の制定（2018
年）、産後ケアサービスの実施を自治体の努

力義務とする母子保健法の改正（2019 年）

が相次いで実施された。また、先の菅政権

の重点政策として不妊治療の保険適用拡大

（2022 年 4 月実施）が実施され、岸田総

理も出産育児一時金の引き上げを自身の重

点政策の一つとして掲げている。このよう

に妊産婦サービス給付は政権の重点政策と

して注目を集めるようになってきている。

 他方で、妊産婦サービス給付に関する調

査研究は多くはない。助産学・看護学の領

域において妊産婦のニーズやサービスの実

態に関する実証研究がなされているが、社

会科学系の比較医療政策や福祉国家研究に

おいて妊娠・出産は医療政策や家族政策の

一分野に過ぎず焦点をあてた研究は少ない。 

Kennedy and Kodate (2015）は妊産婦

の受給権に着目し先進 11 か国の妊産婦サ

ービスの実情をまとめた先駆的研究である。

日本も対象国の一つであるが、同書は各国

の実情を示すにとどまり諸外国との比較か

らみた日本の特徴とその歴史的背景の考察

や比較福祉国家論への示唆などは論じられ

ていない。

本分担研究では、妊産婦サービス給付の

制度設計やその提供体制が国によって異な

るのはなぜかという疑問を出発点として、

上記先行研究（ Kennedy and Kodate 
2015）が欧州中心であったのに対し、本研

究では東アジアの国々も含む国際比較から

我が国の特徴と課題、相違の背景を考察し、

最終的には比較福祉国家研究へ新たな知見

を加えることを目指している。 

初年度においては、妊産婦サービスに関

する国際比較研究と分娩費用、入院日数、

帝王切開率、無痛分娩率などの国際比較デ

ータから日本の特徴を把握し、さらに国際

的にみて日本の最も特異な点である正常分

娩が自由診療・全額自費で出産育児一時金

が現金給付で支給される理由について歴史

的経緯を辿った先行研究レビューを行った。 
2 年度目においては、初年度に把握した

日本の特徴の背景をさらに考察すべく、助

産師の歴史や産後ケアなど各論へレビュー

の範囲を広げるとともに、韓国、中国にお

ける出産等サービスの歴史及び現状に関す

る文献レビュー、さらにプロジェクトの研

究会を通じた情報収集も行うなど、最終年

度に国際比較からみた日本の特徴と課題を

論文としてまとめる準備を進めた。

以下、2 年度目の研究分担報告として、

日韓の妊産婦サービスを比較し、両国の相

違の背景について先行研究に基づく予備的

な考察結果を述べる。

Ｂ．研究方法

文献、公表データ、制度に関する各種サ

イト、本プロジェクトの研究会を通じて収

集した情報に基づき、各国の制度概要を把

握し、比較検討を行った。

Ｃ．研究結果及びＤ．考察

（１）日韓の妊産婦サービスの比較

昨年の報告書（竹沢 2021）において、先

進諸国との国際比較から見た日本の妊産婦

サービスの特徴として、①分娩入院費用負

担と給付形式、②入院日数、③分娩方式、

④産後ケア、の 4 つの側面について言及し

た。これらの側面について韓国の制度を確
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認したところ、下記の通りすべての点にお

いて日本と異なっていた。

①分娩入院費用負担と給付形式

日本：異常分娩は健康保険が適用され

本人負担は３割であるが、正常分娩

は保険給付の適用外のため全額自費

である。異常・正常分娩ともに負担

の軽減のため出産育児一時金が健康

保険から支給されるが、一例として

東京都では平均正常分娩入院費が出

産育児一時金を 20 万程度超過し家

計の負担は大きい。低所得世帯に対

しては、入院助産、出産扶助の制度

がある。

韓国：正常・異常分娩費ともに健康保

険が適用され本人負担は 2－3 割で

ある。妊娠出産診療費支援事業

（2008 年施行、妊娠出産に関する診

療費の本人一部負担金の支払いに使

用できる電子バウチャー、通称国民

幸福カード。妊娠１回あたり 60 万

ウォン。）により支払うため、分娩入

院費はほぼ自己負担がない。

②入院日数

日本：正常分娩は平均５日で先進諸国

の中でも最も長い。その結果として

出生児一人あたり正常・異常分娩の

入院費用が高い（4,215 PPT 換算米

ドル）。

韓国：正常分娩の平均入院は平均２泊

３日と短く、出生児一人あたり正

常・異常分娩の入院費用は先進 11
か国の中で最も低い（1,150 PPT 換

算米ドル）

③分娩方式

日本：硬膜外無痛分娩率は 6.1％（2014
年）、帝王切開率は 19.7％（2014 年）

でありともに低位である。

韓国：硬膜外無痛分娩率は 40.0％
（2013年）は中位、帝王切開率 39.1％
（2015 年）は高位である。 

④退院後の産後ケア

日本：退院後に一か月程度、家族によ

る家事育児サポートのもと自宅や実

家で過ごすことが一般的である。産

後一か月以内に母子保健法に基づく

新生児訪問指導があり助産師等が訪

問する。産後一年以内の産後ケア事

業は母子保健法改正により 2021 年

４月より市町村の努力義務となった

が、対象者を母親の体調不良や家族

のサポートが受けられない場合等に

限定し、利用料軽減措置を行ってい

るため普及していない。

韓国：産院を退院後、産後調理院で 2
週間程度過ごすことが一般的となっ

ている。費用は自己負担で平均 120
万ウォン程度、褥婦の親が負担する

ことが多い（桜井ほか 2006）。低所

得世帯に対しては費用補助がある。

（2）日韓の妊産婦サービスが異なるのは

なぜか－先行研究の検討

日韓それぞれの妊産婦サービス給付の歴

史をたどった研究は存在するが（小暮 2016、
大西 2014、松岡 2016）両国の違いを比較

しその背景要因の説明を試みた先行研究は

見当たらない。

そこで、説明の手掛かりを得るべく、妊

産婦サービスの上位概念である保健医療政

策あるいは福祉国家の日韓比較に言及した

先行研究に範囲を広げて検討した。 

真野（2012）によれば、日本はドイツ、

フランスをはじめとする職域の社会保険制

度を基礎とする医療保険制度に属するのに

対し、韓国はアメリカや中国に類似し医療

を産業化し民間が産業的視点をもって医療
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提供を行う「治療モデル」であり、両国は

異なるモデルに位置づけられる。韓国は「治

療モデル」である結果として、帝王切開を

はじめ分娩における医療介入が多いことが

指摘されている（松岡 2016）。 
一方、比較福祉国家論においては、日韓

の類似性と相違の両面が指摘されている。

日韓は保守主義と自由主義のハイブリッド

（Esping-Andersen1997）、あるいは家族

主義（大沢 2007）と両国の類似性が指摘さ

れる一方で、韓国については「圧縮された

近代」(Chang 2010)による特殊性が指摘さ

れている。金（2016）によれば日韓は欧州

より遅れて成立した後発福祉国家である点

は共通するが、日韓の福祉国家化の展開に

タイムラグが存在し、それをもたらした歴

史的経路や因果構造の解明により両国の相

違の要因が説明されるという。

これらの先行研究を踏まえ、日韓の医療

政策は異なるタイプに属していることが妊

産婦サービスの在り方にも影響を及ぼして

いる可能性、さらには健康保険あるいは妊

産婦サービスに係る法律の成立時期等のタ

イムラグにも留意して日韓比較を進める方

向性が得られた。

その上で、日韓各国の妊産婦サービスの

歴史的経路を扱った下記４つの先行研究か

ら、両国の違いのうち給付方式に焦点をあ

てて、日本が現金給付、韓国が現物給付で

ある要因を予備的に探ることを試みた。

①日本

日本の特徴である妊産婦サービス給付

（健康保険制度における旧分娩費、現在の

出産育児一時金）が現金給付とされた経緯

について、小暮（2016）は健康保険法が成

立した戦前期に遡り創設当初は現金給付、

その後一時期現物給付を経て、戦時下に再

び現金給付に戻りそれが戦後も継続された

ことを明らかにしている。  

同研究で注目すべきは、戦前の健康保険

制度における分娩費の給付水準は分娩介助

における産婆の報酬その他の諸費に充てる

とされ、自宅分娩が一般的であったものの、

1939 年時点で出生児の 74％が開業産婆の

分娩介助を受けており、産婆不在の市町村

には産婆の配置を促す政策も行われていた

点である。戦前期にこれほど高い割合で開

業産婆による自宅分娩が普及していた点は

驚くべき点である。後述の通り韓国におい

ては 1980 年代に施設分娩が普及する以前

の自宅分娩が主流であった時期に開業産婆

が全く普及していなかったことは両国の大

きな違いであり、この点が日本は現金給付、

韓国が現物給付となった重要な背景要因と

考えられる。

日本において戦後も現金給付が維持され

た理由を検討した大西（2014）は、1960
年代までの急速な施設分娩化の過程で、施

設化が進む都市部と、自宅分娩が残る郡部

の二重構造が発生し、出産経費を全国標準

化し現物給付化することが困難であったこ

と、さらに産科開業医団体である日本母性

保護医協会は正常分娩が現物給付化された

場合に助産師による分娩介助と同等の点数

に引き下げられることを危惧し保険適用外

で現金給付の現状維持を政府与党・旧厚生

省に働きかけ続けたことを指摘している。 

日本の現金給付形式は「政治」の産物であ

り日本母性保護法医協会の影響力が大きか

った点が注目される。

②韓国

では、韓国においては、なぜ正常分娩は

保険診療が適用され、現物給付形式となっ

たのだろうか。韓国の助産制度及び医療制

度について述べた松岡（2016）、岡本（2008）
によれば、韓国では戦前の日本の植民統治

において産婆の養成が開始されたがその多

くは日本人を助産するための産婆であり終
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戦とともに引き揚げたため、戦後は人材不

足の状態であった。戦前から産婆による自

宅分娩が普及していた日本国内の状況と異

なり、韓国においては戦前から戦後にかけ

ても産婆を呼んでの自宅出産は普及せず、

1980 年代に施設分娩が普及する以前にお

いては家族の介助による分娩あるいは驚く

ことに誰の介助もなく自力分娩することが

一般的であったという。 
このように韓国では介助分娩の習慣がな

い状況から一気に 1980 年代に健康保険の

皆保険化と施設分娩の普及が同時に進み、

日本のように助産師（産婆）への現金給付

というベースも無かったことから保険適

用・現物給付方式が異論なく採用されたと

考えられる。 
正常分娩は日本では自由診療・現金給付、

韓国は保険診療・現物給付という違いの中

で、次に述べる保険適用をめぐる両国の産

科医、助産師団体の対応の違いが注目され

る。日本は産科医団体が助産師による分娩

介助の水準に報酬を引き下げられないよう

保険適用を阻止し自由診療を守った。これ

に対して韓国では、松岡（2016）によれば、

健康保険の導入により正常分娩の報酬が規

定され、産科医による病院分娩と助産師に

よる助産所分娩の報酬の差をほとんどなく

した結果、病院分娩が増え助産所が衰退し、

特に健康保険が全国民を対象とするように

なった 1989 年よりその傾向が顕著となっ

た。そのため 1990 年には大韓助産協会が

正常分娩を医療保険の適用から除外するよ

うに要求したという。このように韓国では、

保険適用の結果として産科医による病院分

娩が選択されるようになり、日本とは逆に

助産師側が正常分娩の保険適用からの除外

を要求した点は興味深い。このような日韓

の違いが生じた背景についてのさらなる考

察は今後の課題とする。 
 

Ｅ．結論  
共通して少子化に直面する日韓両国であ

るが、妊産婦サービスに関する制度はかな

り異なっている。その背景に、両国の健康

保険制度の導入・普及のタイムラグと産

婆・助産師による自宅での分娩介助提供が

日本では戦前から進み健康保険の分娩費の

参照価格となっていたことなど両国の提供

体制の歴史の違いがあることが確認できた。 

 日本では産科医療機関の経営を維持する

観点が重視されてきた結果として自由診療

が維持され、分娩入院費は高騰し、出産育

児一時金だけでは分娩費用を賄えないとい

う問題が生じている。また前述の通り無痛

分娩が韓国では保険適用であるのに対して

日本では自費で高額なため、出産育児一時

金との差額に加えての追加の家計負担は重

く、所得を問わず全ての妊婦が選択可能な

サービスとはなっていない。さらに、平均

入院期間は正常分娩で平均 5 日程度である

が、諸外国ではより短期の入院となってお

り、日本の入院期間には院内における産後

ケア分を含め出産育児一時金が支給されて

いるとみなされるが、一時金の金額に合わ

せて平均 5 日の入院がパッケージ化してお

り、早期に退院し一時金の残額を産後ケア

サービス利用に充てる選択の自由はない。 
これらの課題は正常分娩の保険適用・現

物給付化によって解決へ向かうのだろうか。

保険適用化により平均 5 日間の入院期間を

諸外国並みに短縮するのであれば、退院後

の産後ケアを誰が担い、その費用負担をど

うするかという問題が浮上する。現状の実

家頼みの里帰り出産から、男性の育児休業

や産後ケアサービスの利用を新たな標準と

する場合、社会保障財政論的には男性育休

給付の財源負担が増えるとともに、産後ケ

アサービスの費用補助を健康保険から出産

育児一時金のような現金給付として引き続

き行うのか、それとも保険適用とするのか

厚生労働行政推進調査事業費補助金（地球規模保健課題解決推進のための行政施策に関する研究事業）「日中韓における少子高齢化の実態と対応に関する研究」令和2～4年度 総合研究報告書

72



という論点がある。さらには、産後ケアサ

ービスは韓国のように民間主導で自費利用

とするのか。それとも希望するすべての人

が手頃な価格で質の高いサービスを利用で

きるように、介護保険を参考に一定の公的

関与・規制の下で民間サービス事業者を増

やす方向とするのだろうか。

このような様々な論点があり、保険適

用・現物給付化は容易に実現するとは思わ

れないが、従来の出産育児一時金の議論で

最優先されてきた産科医療とその経営の維

持という観点のみならず、個人が望む妊娠、

出産、産後ケアの多様なニーズを尊重し、

選択を可能とするという観点も含め、諸外

国の事例も参考に、出産育児一時金の引き

上げや保険適用が議論されることが望まれ

る。

今後の課題は、日韓の相違の要因につい

てさらに検討すること、比較福祉国家論の

枠組みのもとで日中韓さらには欧州諸国も

加えて妊産婦の受給権に着目した国際比較

へと展開し日本の特徴と課題を論じること

である。

Ｇ．研究発表 
なし 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
なし 
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「就業構造基本調査の個票データを用いた父親の育児休業取得に関する分析」 
 

研究分担者 竹沢純子 国立社会保障・人口問題研究所 
研究要旨： 
本研究は、就業構造基本調査の個票データを用いて、父親の育児休業取得を規定する社

会経済的要因を明らかにすることを目的とする。 
計量分析の結果から、世帯年収が高く、父親が大企業または官公庁勤務である場合に父

親が育休を取得する傾向がみられた。また、先行研究で確認されていた、父母が同等の収
入を得ている場合に最も父親が育休を取得する「逆 U 字型」は日本では成立しておらず、
父母が同等の収入の場合と父の収入のみで母が非就業の場合において父の取得率が高い
「U 字型」である。なぜ父の収入比率が多めの 55％以上～75％未満で父の取得に負の効
果を有するのか、そのメカニズムの解明は今後の課題として残された。 
また、世帯年収や父親の企業規模など他の条件をコントロールした場合に、母が専業主

婦であるよりも、正社員、派遣社員・契約社員である方が、父親が取得しない傾向にある
という結果であった。これは、日本の育休制度において共働き世帯よりも専業主婦世帯の
父親のほうが育休を取得しやすい環境にあることを示唆しているが、詳細な検討は今後の
課題である。 
父親の取得率は今後さらなる上昇が予想される。取得率というマクロ指標で評価するの

みならず、政策の効果がどのような世帯・個人に及んでいるのか、ミクロレベルでデータ
により検証し、政策評価を行うことが求められる。 

 
※別添論文「就業構造基本調査の個票データを用いた父親の育児休業取得に関する分析」 
 
Ａ．研究目的 
 厚生労働省『令和 3 年度雇用均等調査』 
によれば、出産後も就業継続する母親の
85％が育休を取得する一方、父親の取得は 
14％に留まっており、さらなる取得促進が
政策課題となっている。 
父親の取得率の引き上げを目標として政

策を進めるに際しては、まずデータにより
実態を把握する必要がある。総務省『就業
構造基本調査』において、2014 年度、2019
年度調査に育児休業取得有無等の育児関連

の項目が加わったことから、同調査の活用
による育児休業取得の実態分析の道が開け
たが、同データの二次利用分析や研究はま
だ行われていない。 
 一方、父親の育休取得と社会経済的属性
の関係については、北欧諸国を中心に個票
データを用いた先行研究があり、父親の高
学歴、高収入が取得に正の効果を持つこと
などが明らかにされている。また、収入と
父の取得の関係については、Becker(1991)
の家庭内生産理論やBlood and Wolf(1960)
の勢力理論に基づく、父親の世帯収入への
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貢献が高いほど父親の取得率が高いとする
理論仮説について、検証がなされている。
この仮説が成り立たない国として、例えば
スウェーデンでは父母が同等の収入を得て
いる場合に最も父親が育休を取得する「逆
U 字型」が確認されている（Marinissen et 
al. 2019）。 
日本の父親の育児休業取得の規定要因に

関する研究によれば（長沼ほか 2017、幅・
白石 2020）、父親が大企業勤務であること、
世帯収入や父親の収入が高いことが取得に
有意に正の効果があることが確認されてい
るが、父母の相対的な収入と父親の取得の
関係については分析されていない。また、
母親の就業有無と取得の関係については、
長沼ほか（2017）は非就業よりも正規・非
正規で就業のほうが父親の取得に負の効果
の結果であるのに対し、幅・白石（2020）
は非就業の場合に父親の取得に負の効果を
得ており、両研究で符号が逆の結果となっ
ている。 
本研究では、以上の先行研究を踏まえ、

父親の休暇取得の規定要因について、海外
の研究で論点となっているが国内の研究で
扱われていない父母の相対的収入と取得の
関係と、国内の研究で結果が相反している
母の就業・非就業と取得の関係を明らかに
することを主な目的として、計量分析を行
う。 
 
Ｂ．研究方法 
総務省『平成 29 年度就業構造基本調査』

の個票データを用いる 1。分析対象は世帯
主、配偶者と子どもからなる世帯のうち、
世帯主と配偶者がともに 49 歳以下で、0 歳

1 統計法第 33 条第１項の規定に基づき総務省よ
り調査票情報の提供を受けた（総統推第 216 号）。 

児がいる世帯を対象とした。 
また、父親のうち育児休業の取得要件を

満たさない可能性が高い、調査時点におい
て非就業、及び自営業、家族従業者、役員
として就業しているサンプルは分析から除
いた。さらに、就業者のうち父母のいずれ
かの収入情報が欠損となっている世帯につ
いても除いた。 
 
Ｃ．研究結果 
計量分析の結果、世帯年収が高く、父親

が大企業または官公庁勤務である場合に父
親が育休を取得する傾向がみられた。 
また、世帯年収に占める父親の年収比率

については、父母の収入が同等（45-55％
未満）の場合と比較して、①父がより多く
の収入を得ている（55-75％未満）方が父
親の取得に有意に負、②父の収入が 100％
すなわち母が専業主婦の方が父の取得に弱
い正の効果が確認された。但し②の正の効
果は、企業規模変数を加えると消失し、非
有意となる。 
父母の就業形態については、父親がパー

ト・アルバイト、派遣・契約社員である場
合と比べて正社員の場合に有意に取得する
傾向にある。母親は非就業に比べて正社員、
パート・アルバイト、派遣社員・契約社員
等、会社役員・自営業・家族就業者のいず
れの場合も父の取得に負の影響があるが、
そのうち正社員のみ強く有意に負、派遣社
員・契約社員は 90％水準で有意に負である。
以上から、他の条件をコントロールした場
合に、母が専業主婦である場合と比べて、
正社員、派遣社員・契約社員である方が、
父親は取得しない傾向にあることが明らか
となった。 
なお、詳細な結果表等は別添の論文を参

照のこと。 
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Ｄ．考察 
計量分析の結果から、日本はスウェーデ

ンで確認された父母が同等の収入を得てい
る場合に最も父親が育休を取得する「逆 U
字型」は成立していないことが確認された。 
日本は、父母が同等の収入の場合と父の

収入のみで母が非就業の場合において父の
取得率が高い「U 字型」である。なぜ父の
収入比率が多めの 55％以上～75％未満で
父の取得に負の効果を有するのか、そのメ
カニズムの解明は今後の課題として残され
た。 
また、世帯年収や父親の企業規模など他

の条件をコントロールした場合に、母が専
業主婦であるよりも、正社員、派遣社員・
契約社員である方が、父親が取得しない傾
向にあるという結果は、日本の育休制度に
おいて共働き世帯よりも専業主婦世帯の父
親のほうが育休を取得しやすい環境にある
ことを示唆している。 
日本の育休制度は創設当初、労使協定に

より専業主婦のいる男性従業員を適用外に
することが可能であったが、2010 年の法改
正により労使協定で取得除外が可能な条件
から妻が専業主婦の場合が削除された。専
業主婦世帯の父親の育休取得促進は、少子
化対策の観点から重視され、政府は大企
業・官公庁を主なターゲットとして父の取
得、特に出産直後の短期取得を促進してき
た。その成果が今回の結果に表れたものと
考えられるが、共働き世帯よりも専業主婦
世帯の父親のほうが育休を取得する傾向の
詳細な検討は今後の課題である。 

 
Ｅ．結論 
本研究では、就業構造基本調査の個票デ

ータを用いて、社会経済的な属性と父の取

得の関係を明らかにした。同調査の個票デ
ータを用いた育休取得の要因分析は、本研
究のほかに見当たらず、先駆的な研究とい
える。計量分析の結果の解釈等については、
今回十分に検討することができておらず、
今後の課題である 
父親の取得率は今後さらなる上昇が見込

まれている。取得率というマクロ指標で評
価するのみならず、政策の効果がどのよう
な世帯・個人に及んでいるのか、今後ミク
ロレベルでデータにより検証し、政策評価
を行うことが求められる。 
 
Ｇ．研究発表 
１．論文発表 

なし 
２．学会発表 

なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を
含む。） 
 1. 特許取得 
  なし 
 2. 実用新案登録 
  なし 
 3.その他 
  なし 
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令和 4 年度 分担研究報告書 
日中韓における少子高齢化の実態と対応に関する研究 
「OECD Family Database の日本データの改善」 

 
研究分担者 竹沢純子 国立社会保障・人口問題研究所 

研究要旨 
 OECD Family Database は OECD 本部がとりまとめている子どもと家族に関する総合
的なデータベースである。国立社会保障・人口問題研究所では、OECD 韓国センターが
OECD Family Database の枠組みをベースに OECD 本部と協力して構築を進めるアジア
版 Family Database と OECD Family Database の日本のデータ改善への協力を行ってき
た。またその関連で開催されるアジア環太平洋地域家族政策専門家会議にも参加してきた
ところである。 
本科研では、東アジアの家族政策に関する情報収集とデータベースの構築を研究課題の

一つとしており、その一環として、第６回アジア環太平洋地域家族政策専門家会議（2022
年 11 月 29 日）に参加し、日本の家族政策の動向と Family Database の日本のデータに関
する改善提案を行った。提案を踏まえ OECD 事務局では日本のデータの追加と差し替え
を行い、日本と諸外国の比較可能性が向上した。 

 
※別添資料「Recent family policy developments and suggestions to improve the FDB」 
 
Ａ．研究目的 
 OECD Family Database（以下FDBと略）
とは、家族支出や貧困率など子どもと家族
に関する主要な国際比較データを収録した
データベースである。FDB で は OECD 
の各種データベースのほかに，WHO 等の
国際機関や各国政府から提供された統計も
加えて，総合的なデータベースとして整備
されている。 
 OECD 韓国政策センターでは、OECD 
FDB の枠組みをベースにアジア版 Family 
Database の構築を OECD 本部および
KIHASA（保健社会研究院）と協力連携し
て 2012 年より進めている。アジア版
Family Database の最新 2020-2021 年版で

は、11 カ国（ Australia, China, Indonesia, 
Japan, Korea, New Zealand, Malaysia, 
Mongolia, Singapore, Thailand, and 
Vietnam）のデータが収集され、4 分野、
27 の指標が公表されている。このうち、
OECD 加盟国の日本と韓国については、
OECD 本部が作成する既存の OECD 
Family Database から原則として引用する
こととなっている。その他の国々について
は、各国のコレスポンデントがデータ提供
協力を行っている。 
アジア版 Family Database とそのデータ

ソースであるOECD Family Databaseの日
本のデータ改善への協力依頼が 2017 年に
同センターから国立社会保障・人口問題研
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究所に対してあり、以降、国立社会保障・
人口問題研究所の一般会計プロジェクト国
際連携事業として協力してきたところであ
る。 
また、同センターでは、アジア版 Family 

Database のデータベースの整備に関して、
各国の家族政策と指標の動向、指標の改善
提案を行う場として、同センター主催によ
り、アジア環太平洋地域家族政策専門家会
議が OECD 本部、KIHASA、アジア各国の
コレスポンデントが参加して開催されてい
る。 
本科研では、東アジアの家族政策に関す

る情報収集とデータベースの構築を研究課
題の一つとしており、その一環として、第
６回アジア環太平洋地域家族政策専門家会
議（2022 年 11 月 29 日）に参加し、日本
の家族政策の動向と FDB の日本のデータ
に関する改善提案を行うと共に、アジア諸
国の政策動向と指標について情報収集を行
うことを目的とした。 

 
Ｂ．研究方法 
日本の家族政策の動向について報告する

にあたり、厚生労働省や内閣府、文部科学
省をはじめとする子どもと家族に関係する
政策資料を収集し、その中で主要な政策を
ピックアップし、政策の内容や給付額や受
給の動向について資料を作成、報告した。 

FDB の日本のデータに関する改善提案
については、FDB に掲載された図表とそこ
での日本のデータの掲載有無、各指標の定
義とデータソースを確認し、データが存在
するにもかかわらず非掲載となっている指
標や、各指標の国際比較の定義に照らしよ
り適切なデータが存在すると考えられる指
標について、改善提案を行った。 

 

（倫理面への配慮） 
 なし 
 
Ｃ．研究結果 
 日本の家族政策の動向として、家族政策
支出の推移を説明し、加えて 2021－2022
年の主な家族政策の動きとして、父親の取
得を促進するための育児休業制度改正と、
こども家庭庁の創設について紹介した。 

FDB の日本のデータに関する改善提案
として、PF2.2 育児休業の利用率の日本の
データがブランクとなっている点について、
厚生労働省「雇用保険事業年報」の育児休
業給付の受給者数から算出したデータの追
加を提案した。また、P.F.3.2 0-2 歳の就学
前教育保育の利用率の日本の値については、
OECD Education databaseの ISCED0区分
の利用率を引用しているが、認可外保育所
の在園児が含まれない等、過少推計の可能
性があり、データソース等の確認が必要で
あることを指摘した。 
 
Ｄ．考察 

PF2.2 育児休業の利用率については、提
案の通り、当該年度の厚生労働省「雇用保
険事業年報」の育児休業給付の男女受給者
数と厚生労働省「人口動態統計」より出生
児数を用いて出生百対の男女別取得率を計
算し追加計上することにより、OECD 加盟
国と日本の比較を可能とした。 

P.F.3.2 0-2 歳の就学前教育保育の利用
率については、OECD 本部を通じて確認し
たところ、OECD Education database の
ISCED0 の定義に照らし、教育的な機能を
持つ保育所、認定こども園に限定して計上
されていることが明らかになった。OECD 
Education database の定義に沿った計上範
囲としては妥当なものと考えられるが、
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OECD FDB の P.F.3.2 では、教育的機能を
持つ保育所等に狭く限定せず、施設で行わ
れる乳幼児ケアを広く集計対象とすること
から、現状のデータは過少と考えられた。
そこで、OECD 本部に対して、就学前教育
保育を網羅的に含む在園児率のデータとし
て、厚生労働省「国民生活基礎調査」より
世帯の乳幼児数，保育者等の状況のデータ
から利用率を算出することを提案し、同デ
ータに差し替えることにより、国際比較性
の向上が図られた。 
 
Ｅ．結論 
 OECD FDB は国内外で子ども家族分野
の国際比較に広く利用されており、そこで
の日本のデータが漏れなく掲載され比較可
能であること、またそのデータが定義に照
らし最適なものとなることが望まれる。 
 今回、会議での提案を機に、OECD 事務
局と適切なデータについて協議し改善を図
ることができた。 
 
Ｇ．研究発表 
１．論文発表 

なし 
２．学会発表 
Junko Takezawa(2022) Japan Report in 

Asia-Pacific Region: Recent family 
policy developments and suggestions to 
improve the OECD Family Database, 
The 6th Family Policy Experts Meeting 
in Asia-Pacific Region, OECD Korea 
Policy Center(online), November 29, 
2022 

 
 
 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
（予定を含む。） 

 1. 特許取得 
  なし 
 2. 実用新案登録 
  なし 
 3.その他 
  なし 
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